
第80回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項
　

　

　

　

　

連結計算書類の連結注記表
　

計算書類の個別注記表
　

　

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

連結計算書類の連結注記表及び計算書類の個別注記表につきましては、法令

及 び 当 社 定 款 第 18 条 の 規 定 に 基 づ き、 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト

（http://www.nyc.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供しており

ます。
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連 結 注 記 表
　
(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 ………２社

連結子会社の名称…… ナカヨ電子サービス株式会社、

ＮＹＣソリューションズ株式会社

(2) 非連結子会社の名称 …中與香港有限公司

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、小規模であり、その総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていない

ため連結の範囲から除いております。
　
2. 持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等

イ）非連結子会社……中與香港有限公司

ロ）関連会社…………株式会社エヌティシステム 他１社

持分法を適用していない理由

非連結子会社１社及び関連会社２社については、その当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等が、連結純損益及び利益剰余金等に対して軽微

であり重要性がないため、これらの会社に対する投資については、持分法を適用せず

原価法によっております。
　
3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、すべて連結決算日と同一であります。
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4. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ）有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。

時価のないもの
移動平均法による原価法によっております。
なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証
券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手
可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっておりま
す。

ロ）たな卸資産
評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。
① 製品、仕掛品……総平均法によっております。
② 原材料……………移動平均法によっております。
③ 貯蔵品……………最終仕入原価法によっております。

なお、連結子会社のたな卸資産については、主に最終仕入原価法によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ）有形固定資産
定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～38年

機械装置及び運搬具 ２～10年

その他（工具及び器具備品） ２～20年

ロ）無形固定資産
自社利用のソフトウエア……社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。

機器組込みソフトウエア……販売可能な見込有効期間（３年以内)に基づく償却方法
によっております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

イ）貸倒引当金

受取手形、売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

ロ）製品保証引当金

売上高に対応するサービスに要する費用の支出に備えるため、過去の実績に基づく見積

額を計上しております。

ハ）賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、支給対象期間のうち当連結会計年度に負担すべき支給

見積額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。

・ 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。

・ 数理計算上の差異の処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から処理しております。

(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理の方法

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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(表示方法の変更)

連結損益計算書

前連結会計年度において区分掲記しておりました「営業外費用」の「固定資産廃棄損」（当連

結会計年度2百万円）については、金額が僅少となったため、当連結会計年度においては「そ

の他」に含めて表示しております。

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

「会計上の見積りに関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会計年

度より適用し、（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

(会計上の見積りに関する注記)

繰延税金資産

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した額

　 繰延税金資産（相殺前） 210百万円

(2) 会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見

積っております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受け

る可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連

結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性が

あります。

(追加情報)

会計上の見積りに対する新型コロナウイルス感染症の影響に関する開示

当社グループに影響を及ぼす新型コロナウイルス感染症に関する収束時期等の仮定について前

連結会計年度は、2020年９月頃にはある程度まで回復するものと仮定しておりました。しかし

ながら当連結会計年度においては、2022年３月期の一定期間にわたり影響が継続し、その後、

徐々に収束していくものと仮定を変更し、繰延資産の回収可能性の判断等の会計上の見積りを

行っております。

(連結貸借対照表に関する注記)

有形固定資産に係る減価償却累計額

有形固定資産に係る減価償却累計額 7,082百万円
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

　 普通株式 4,794,963株

2. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年６月25日
定時株主総会

普通株式 221 50.00 2020年３月31日 2020年６月26日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの

決 議
株式の
種 類

配当金
の原資

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 177 40.00 2021年３月31日 2021年６月25日

(金融商品に関する注記）

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。

デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行

わない方針であります。
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(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、これら

は発行体の信用リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務、未払金は、ほとんど１年以内の支払

期日であります。また、その一部には、原材料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為

替の変動リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を

目的とした先物為替予約取引を行っております。

なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価

方法等は、次のとおりであります。

① ヘッジ会計の方法

為替予約が付されている外貨建金銭債務については、振当処理を行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………為替予約

ヘッジ対象………外貨建仕入債務等

③ ヘッジ方針

為替相場変動により特定の外貨建債務の額が変動するリスクをヘッジするために、実需

の範囲内で為替予約を行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

為替予約取引は、振当処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略しておりま

す。
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(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、社内管理規程に従い、営業債権について、各事業部における管轄部門が主要な

取引先の状況を把握し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等

の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、連結子会社につい

ても、当社の社内管理規程に準じた方法にて管理を行っております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、

格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

② 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

当社は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対して、為替予約を利用してヘ

ッジしており、外貨建ての購入予定額を限度としております。なお、為替相場の状況に

より、１年先までを限度として、輸入に係る予定取引により確実に発生すると見込まれ

る外貨建債務に対する先物為替予約を行っております。投資有価証券については、定期

的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案し

て保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引につきましては、取引権限や限度額等を定めた社内管理規程に基づき、

財務経理部が取引を行い、記帳及び契約先と残高照合等を行っております。月次の取引

実績は、財務経理部所管の執行役員に報告しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき財務経理部が適時に資金繰計画を作成・更

新することにより流動性リスクを管理しております。また、当社では、運転資金の効率

的な調達を行うため、主要取引金融機関とコミットメントライン契約を締結しており、

流動性リスクを回避する体制をとっております。
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(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる

ため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

また、「2．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等

については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありませ

ん。

(5) 信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における営業債権のうち61％が特定の大口顧客に対するものであり

ます。

2. 金融商品の時価等に関する事項

2021年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められ

るものは、次表には含めておりません((注２)を参照ください。)。
(単位：百万円)

　

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 6,377 6,377 -

(2) 受取手形及び売掛金 6,177 6,177 -

(3) 投資有価証券

その他有価証券 2,873 2,873 -

資産計 15,428 15,428 -

(1) 支払手形及び買掛金 1,540 1,540 -

(2) 電子記録債務 1,732 1,732 -

(3) 未払金 404 404 -

(4) 未払法人税等 115 115 -

負債計 3,793 3,793 -

デリバティブ取引 - - -
　

2021年05月26日 14時23分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 9 ―

(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

(1) 現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

(3) 投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。

その他有価証券の当連結会計年度中の売却額は0百万円であり、売却益の合計額は0百万

円であります。

その他有価証券において、種類ごとの取得原価、連結貸借対照表計上額及びこれらの差

額は次のとおりであります。
(単位：百万円)

　

種類 取得原価
連結貸借対照表

計上額
差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 744 2,747 2,003

(2) 債券 - - -

(3) その他 - - -

小計 744 2,747 2,003

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 157 125 △32

(2) 債券 - - -

(3) その他 - - -

小計 157 125 △32

合計 902 2,873 1,971
　

上記の表中にある「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

負 債

(1) 支払手形及び買掛金、(2)電子記録債務、(3)未払金、並びに(4)未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

　

デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されているもの

該当事項はありません。
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(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：百万円)

　

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 25

投資事業組合への出資 75
　

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「資産(3)投資有価証券」には含めておりません。

(注3) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額
(単位：百万円)

　

１年以内
１年超 ５年超

10年超
５年以内 10年以内

現金及び預金 6,377 - - -

受取手形及び売掛金 6,177 - - -

合計 12,554 - - -

　

(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 4,176円80銭

2. １株当たり当期純利益 61円35銭

　

(その他の注記)

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に記載の金額

は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
　
(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

イ）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

ロ）その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能

な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

(2) たな卸資産

原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

イ）製品、仕掛品…………総平均法によっております。

ロ）原材料…………………移動平均法によっております。

ハ）貯蔵品…………………最終仕入原価法によっております。

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。なお、

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３～38年

機械及び装置 ２～10年

工具、器具及び備品２～20年

(2) 無形固定資産

自社利用のソフトウエア…………社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

機器組込みソフトウエア………販売可能な見込有効期間（３年以内）に基づく償却方

法によっております。
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(3) 長期前払費用

均等償却をしております。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

受取手形、売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

(2) 製品保証引当金

売上高に対応するサービスに要する費用の支出に備えるため、過去の実績に基づく見積額

を計上しております。

(3) 賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、支給対象期間のうち当事業年度に負担すべき支給見積額

を計上しております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

年金資産見込額が退職給付債務見込額に未認識数理計算上の差異を加減した額を下回る場

合には、当該差異を退職給付引当金として計上し、上回る場合には当該超過額を前払年金

費用として計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から処理しております。

未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異なります。

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理の方法
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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(表示方法の変更)

貸借対照表

前事業年度において区分掲記しておりました「固定資産」の「長期前払費用」（当事業年度18

百万円）については、金額が僅少となったため、当事業年度においては「その他」に含めて表

示しております。

前事業年度において区分掲記しておりました「流動負債」の「預り金」（当事業年度18百万円）

については、金額が僅少となったため、当事業年度においては「その他」に含めて表示してお

ります。

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

「会計上の見積りに関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度よ

り適用し、（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

(会計上の見積りに関する注記)

繰延税金資産

(1) 当事業年度の計算書類に計上した額

　 繰延税金資産（相殺前） 159百万円

(2) 会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見

積っております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受け

る可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事

業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性がありま

す。

(追加情報)

会計上の見積りに対する新型コロナウイルス感染症の影響に関する開示

当社に影響を及ぼす新型コロナウイルス感染症に関する収束時期等の仮定について前事業年度は、

2020年９月頃にはある程度まで回復するものと仮定しておりました。しかしながら当事業年度にお

いては、2022年３月期の一定期間にわたり影響が継続し、その後、徐々に収束していくものと仮定

を変更し、繰延資産の回収可能性の判断等の会計上の見積りを行っております。
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(貸借対照表に関する注記)

1. 有形固定資産の減価償却累計額 7,024百万円

2. 偶発債務

　 下記の子会社の買掛金に対し、債務保証を行っております。

　 ＮＹＣソリューションズ㈱ 17百万円

3. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　 短期金銭債権 1,571百万円

　 短期金銭債務 51百万円

(損益計算書に関する注記)

関係会社との取引高

　 売 上 高 2,880百万円

　 仕 入 高 等 627百万円

　 営業取引以外の取引高 66百万円

(株主資本等変動計算書に関する注記)

当事業年度末における自己株式の種類及び総数

　 普通株式 360,268株
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(税効果会計に関する注記)

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

　 賞与引当金 68百万円

　 製品保証引当金 26百万円

　 たな卸資産評価損 50百万円

　 投資有価証券評価損 44百万円

　 会員権評価損 8百万円

　 その他 77百万円

繰延税金資産小計 275百万円

評価性引当額 △115百万円

繰延税金資産合計 159百万円

繰延税金負債

　 その他有価証券評価差額金 536百万円

　 前払年金費用 268百万円

繰延税金負債合計 804百万円

繰延税金負債の純額 644百万円

　

(関連当事者との取引に関する注記)

子会社等

属性
会社等
の名称

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)
(注)２

科目
期末残高
(百万円)
(注)２

子会社
ナカヨ電子
サービス㈱

所有
直接 100％

当社製品の
販売、工事等
役員の兼任

当社製品の
販売等(注)１

2,880 売掛金 1,556

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 1. 価格その他の取引条件等については、市場の販売価格、取引先の希望価格、数量見

通し等を考慮した上で決定しております。

2. 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めておりま

す。
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(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 3,577円78銭

2. １株当たり当期純利益 13円32銭

　

(その他の注記)

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表に記載の金額は、百万円未満

を切り捨てて表示しております。
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